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対米不信のフン・セン首相

　「独裁色を強めるカンボジアの
フン・セン首相」「中国の一党独
裁に魅了されたフン・セン」とい
う見方が国際的に広まっている。
特に欧米は民主主義の後退、人権
侵害への危機感を深めている。
　2017年９月、野党第一党であ
る救国党のクム・ソカー党首が、
米国の支援で国家転覆を図った疑
いで逮捕された。その後、最高裁
判所は党の解党と、118人に及ぶ
政治活動の５年間の停止を命じた。
今年の８月23日、その救国党幹
部（ム・ソチュア副党首）が来日
し、新聞インタビューで「民主主
義を取り戻し、過度の対中依存か
ら抜け出すべきだ」と訴えた。
　救国党は2017年の地方評議会
議員選挙で、フン・セン率いる人
民党の得票率50.8％に対して、
43.8％という得票率を獲得し、
フン・センの危機感をあおるよう
な結果を出している。まさに、フ
ン・センの足元を崩す政治勢力が
出現したのである。そこで、中立

性が疑われる司法制度の下で、合
法的に政敵を葬ったことになる。
　次いで、フン・セン政権はフ
ン・センを批判するメディアや
NGOの閉鎖を命じている。例え
ば、英字新聞『カンボジア・デイ
リー』の廃刊、米国支援のラジオ
局「ラジオ・フリーアジア」と
「ボイス・オブ・アメリカ」プノ
ンペン支局の閉鎖などがある。
NGOの関係では、選挙を監視す
るNGOが閉鎖され、さらに人権
団体「カンボジア人権センター」
がNGO法に基づいて活動停止の
警告を受けている。
　フン・センの対米不信は根深い
ものがある。フン・センにとって
対米不信はベトナム戦争そのもの
かもしれない。加えて、1970年
に当時国家元首であったノロド
ム・シハヌークが、外遊中に共和
派のロン・ノル将軍によるクーデ
ターでその座を追われた際、その
背後にインドシナ半島の共産化を
恐れる米国がいたという疑惑が、
フン・センの対米不信を深めたと
言われている。

　フン・セン首相にしてみれば、
民主主義、自由主義の名の下で米
国の内政干渉が始まっていると受
け止めているのかもしれない。し
かし、フン・センが「カンボジア
にはカンボジア流の民主主義があ
る」と言ったとしても、今のフ
ン・セン流儀は政敵を倒し、一党
独裁へ進もうとする姿が丸見えで
ある。

サバイバルに強い革命児

　ここに、混迷のカンボジアを立
て直した国連カンボジア暫定統治
機構（UNTAC）の特別代表を務
めた明石康氏の著書『カンボジア
PKO日記－1991年12月～1993
年９月』（岩波書店）がある。そ
の中で、フン・センについてこう
述べている。「もう一人の和平プ
ロセスの主人公（シハヌークに次
いで）は、人民党リーダーのフ
ン・センと言ってよいであろう。
フン・センはヘン・サムリンに代
わりプノンペン政権でリーダーの
地位についた人物である（ヘン・
サムリンはフン・センと共に

1978年にポル・ポト派に属しな
がら同派から離脱してベトナムに
脱走し、ベトナム軍の支援を受け
てカンボジアに侵攻し、ポル・ポ
ト派を放逐した同志）。
　カンボジア和平のきっかけも、
1987年12月にシハヌークとフ
ン・センとのフランスでの会議か
ら始まった。フン・セン率いる人
民党は実質的にカンボジア全土を
統治しており、行政府を有する唯
一の党派でもあった。そしてフ
ン・セン自身は実務能力にも長け、
若くして党の指導者の一人になっ
た」と、この日記には書かれてい
る。
　明石氏は、フン・センを「カン
ボジアのゴルバチョフ」と半分お
だてながらも、フン・センと人民
党が硬直した古い社会主義の体質
から脱皮させ、同時にUNTACの
和平プロセスにしっかり取り組む
ことの重要性を認識していた、と
書いている。
　しかし、25年以上経った今日
のフン・センをどう見ているかと
言えば、明石氏は日記でこう述べ
ている。「総選挙はおおむね民主
的に実施されているが、フン・セ
ン首相の姿勢はやや独裁的になり
つつあるとの懸念も持たれている。
当時の政治的主役のうち、シハヌ
ークは2012年に死去し、第一首
相のラナリットは事実上フン・セ
ンとの権力闘争に敗れ、カンボジ
ア政治の表舞台から去った。ポ
ル・ポトも1998年に死去し、同
派を代表していたキュー・サンパ
ンはポル・ポト時代の虐殺を裁く
カンボジア特別法廷で被告として

裁かれた」。
　つまり、
フン・セン
の前には新
生カンボジ
アづくりに
参画したリ
ーダーたち
は一人もい
なくなった。
その意味で、
フン・セン
のねばり勝
ちの観がある。それはまた、フ
ン・センがまれに見る戦略家であ
ると同時に、策略家であると言え
ないこともない。
　「新生カンボジアの立て役者は
フン・センだ」という気持ちにな
っていることは理解できないわけ
ではないが、だからと言って民主
的統治の本道からはずれて、自分
に都合の良いように権力を使うな
らば、それはどう見ても独裁者で
ある。それはまた最近、フン・セ
ン首相が傾倒する中国の共産党一
党独裁とも異なるものである。

援助国日本の責任

　最後に一言。もし、フン・セン
首相にアドバイスするならば、カ
ンボジア国家の創成期に、先の
UNTAC時代から、犠牲者を出し
ながら、その後の国家建設で地道
に経済インフラ、生活インフラの
整備や人材育成を政府開発援助
（ODA）を使って実施してきた
日本しかいない。このままだと、
フン・センは中国に完全に呑み込
まれる。すでに南シナ海領有権問

題でも、ASEANの意向に背を向
けるように中国の主張に取り込ま
れている。フン・センの行動は今
やASEANの団結にとって大きな
問題になっている。それはまた、
安倍晋三首相の「自由で開かれた
インド太平洋」構想の一角を崩す
ことにもなりかねない。
　しかし、これまでの日本は内政
不干渉の立場を貫いてきた。どの
国とも仲良くするという商業主義、
貿易主義を優先させてきた過去を
見ても歴然だ。フィリピンのマル
コス大統領、インドネシアのスハ
ルト大統領、タイの軍事政権に対
しても、重大な人権問題が起こっ
ても没干渉であった。
　もし、これからも援助（ODA）
を続けるならば、ここらでカンボ
ジアの健全な民主主義を育てると
いう考えに立って、日本は静かに
フン・セン首相にアドバイスすべ
きではなかろうか。それは、
ASEANにとっても、また健全な
ASEANの発展を願うアジアの中
の日本にとっても望ましいことだ
と言える。

独裁へ走るフン・セン首相
カンボジアの明日が危うい

2006年２月21日。経営者の育成を目指す「カンボジア・日本センター」開所式でフン・セン首相
と握手する力石JICAカンボジア事務所長。アジアでは他にベトナム、ラオス、ミャンマー、モンゴ
ルで日本センターの存在が光っている＝筆者撮影
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特集

2018年の国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の特別報告書によると、
地球の平均気温はあと10年で温暖化が加速する“臨界点”の「産業革命前より
1.5度の上昇」に到達するという。若者たちの危機感が増す中、12月に開かれる
国連気候変動枠組条約第25回締約国会議（COP25）で各国政府はどのような姿
勢を見せるのか。日本の国際協力にも、妥協なしの取り組みが求められている。

今年９月20日にニューヨーク市で開催された「グローバル気候マーチ」。青空の下、たくさんの人がひしめき合いながら、気候危機を訴えた＝気候変動イニシアティブ（JCI）事務局提供

1．総論 注視すべきは削減目標の引き上げ

2．非国家アクターの声
東北大学 環境科学研究科／東北アジア研究センター 教授

Fridays For Future Tokyo オーガナイザー

気候変動イニシアティブ（JCI）事務局

（特活）気候ネットワーク　理事長

オリックス（株）　取締役兼専務執行役 環境エネルギー本部長

明和工業（株）　海外事業部 ディレクター

明日香 壽川氏

梶原 拓朗氏

横浜市 温暖化対策統括本部調整課 担当課長 宮島 弘樹氏

錦織 雄一氏
浅岡 美恵氏

徳成 武勇氏

田中 健氏／加藤 貴大氏

3．ODAの課題は 非国家アクターとの連携強化を

リミット迫る気候変動対策
本気度問われるCOP25

進む国際議論と続く石炭投資



2019.11　国際開発ジャーナル 19IDJ　November 201918

な移行」（Just Transition）だ。
米国では、現在30歳のアレクサ
ンドリア・オカシオ・コルテス下
院議員（民主）などが、公正な移
行を実現するためのさまざまな施
策を盛り込んだ「グリーン・ニュ
ーディール」政策を主張しており、
注目されている。
　この政策は、野心的な数値目標
の下、気候変動対策を進める中で
職を失う人たちに対しトレーニン
グを行ったり、再エネなどグリー
ンな投資を増やして雇用拡大を進
めたりして、かつてフランクリ
ン・ルーズベルト米大統領が恐慌
から脱するために実施したニュー
ディール政策のように、大胆な財
政出動で米国の経済と環境の両方
を良くしていこうというものだ。
来年、もし民主党が政権をとれば、
米国のエネルギー政策は劇的に変
わるだろう。

日本でも議論を盛り上げる

　米国だけでなく、日本でも石炭
火力事業に投資してきた企業が新
規の投資を抑制するなど、変化は
見られている。企業の自然エネル
ギー100％を推進する国際ビジネ
スイニシアティブ「RE100」の
加盟企業も増えている。科学者や
研究者も、若者が中心となってい
るFridays For Futureに倣い、
日本でもScientists for Futureと
いう研究者のネットワークを形成
している。また、これとは別に日
本学術会議も緊急メッセージを出
した。
　ただ、まだまだ歩みは遅い。そ

れに、国としての削減目標を引き
上げないことには、気候変動対策
を前に進めることはできない。そ
のためには、日本の場合、原発や
石炭火力を含めた電源構成の割合
（エネルギー・ミックス）を変え
る必要がある。しかし、現時点で
は議論さえ始まっていない。
　そこで最近、何人かの研究者と
一緒に日本版グリーン・ニューデ
ィール政策のようなものを作り、
これを多くの政治家や市民に周
知していきたいと考えている
（詳細は下記UR Lを参照；
https://www.etffjp.group）。
その内容とは、原発がなくても省
エネと再エネの普及、公正な転換
によって経済を停滞させずにパリ
協定の目標達成につなげられると
いうことを、単なる理想論ではな
く、具体的な数字も挙げながら示
している。
　この転換戦略では、政策決定プ
ロセスの見直しや組織改革も提示
しており、かなり包括的な内容に
なっている。これを基に、日本で
も目標引き上げや公正な移行に向
けた具体的な政策論議が盛り上が
ることを期待している。

関心高まる南南協力

　COPにおいては、開発途上国
への支援をどうするかについても、
国別目標の引き上げに並ぶ最大の
争点となっている。前回の
COP24では、2025年以降の先進
国から途上国への資金支援につい
て、「2025年に向けて年間
1,000億ドル以上の総額の目標に

関する交渉を2020年から始め
る」ことになった。しかし、具体
的な金額やいつ頃にそれが誰から
どのように供与されるのかなどの
詳細に関しては曖昧な状態が続い
ている。
　途上国は、政府開発援助
（ODA）においても技術移転を
含めた“追加的”な支援を常に求
めている。これは、ODAで気候
変動分野の支援を拡大する一方、
教育や貧困対策など他の分野の支
援が削られても困る、従来の支援
に気候変動関連支援を新たに追加
してほしい、という意味だ。しか
し、日本政府を含む先進国政府に
とっては、緊縮財政の中で途上国
への資金的支援を大幅に拡大する
のは容易ではない。気候変動をめ
ぐる南北問題は根深いものとなっ
ている。
　そうした中、中国などの新興ド
ナーがアフリカへの南南協力など
を打ち出し、存在感を強めている。
日本が取り組むべき課題は、国内
外に山積している。

熱気高まる市民と動く政治家

　世界各地で干ばつ、豪雨、山火
事、ハリケーンなどによる大きな
被害が発生している。日本でもさ
る10月12日、台風19号が各地で
猛威を振るった。海水温の上昇が
台風の大型化の要因の一つだとさ
れており、これは科学者が前から
警告してきたことだ。
　このような被害を身近に感じる
ようになったのと、対策が一向に
進まない現状を知るようになった
ことなどで、気候変動に対する世
界の人々、とりわけ若者の危機感
はこの一年で急速に高まっている。
今年９月に各国で行われた気候マ
ーチには、760万人以上が参加し
た。このマーチとは別に、道路を
封鎖したり、電車を止めたり、接
着剤で手を地面や壁にくっつけた
りして、非暴力・無抵抗ながらも
注目を浴びる形で訴える新たな動
きも出てきている。
　こうした市民の声は、政治を動
かしつつある。ドイツでは緑の党
が躍進した。米国でも、2020年
の大統領選挙の民主党候補者たち
が、気候変動対策を外交および安
全保障の観点から重要視している。
候補者の何人かは、中国や難民問

題よりも上位の優先課題に気候変
動対策を挙げている。
　また国際社会は、石炭火力発電
を進める国や企業などに厳しい目
を向けるようになっている。新聞
報道によると、９月の国連気候行
動サミットでアントニオ・グテー
レス事務総長は、「温暖化に対し
て効果的な具体策を表明しない国
にはスピーチする機会を与えな
い」と明言し、本会合で日本や米
国などには登壇の機会が与えられ
なかった。

COP25での引き上げは期待薄

　こうした変化が、これまで延々
と細かい議論をしてきたパリ協
定の交渉にも影響を与えられれ
ばいいとは思う。だが、12月の
COP25においては劇的な変化は
あまり期待できない。
　なぜなら、最大の争点となるべ
き各国の削減目標の引き上げで、
日本を含めた主要国が新たな目標
を発表する可能性が低いからだ。
現時点で各国が表明している削減
目標では、たとえすべての国が達
成したとしても地球の平均気温は
産業革命時と比較して３度以上上
昇すると推測されている。すなわ
ち、パリ協定の全体目標である

1.5度や２度以内に抑えるには目
標の切り上げが絶対的に欠かせな
い。それを議論せずに細かい議論
ばかりしても意味はないのだ。
　ただ、いくつかの国は切り上げ
を議論し始めており、世界最大の
排出国である中国も、今後どこか
のタイミングで現在の「二酸化炭
素（CO₂）排出量を2030年まで
にピークにする」という目標のピ
ーク年の前倒しを発表する可能性
があるとされている。実際、中国
ではCO₂排出量の増加スピードが
予想に反して落ちている。その大
きな理由の一つが大気汚染対策の
実施であり、2013～14年あたり
から石炭消費量が減少した（最近
は横ばい、あるいは微増）。また
再生可能エネルギー分野の市場も
拡大しており、世界の投資の３分
の１が中国国内で起きている。太
陽光パネルの世界シェアの８割は
中国企業が占めており、風力発電
分野にも進出している。
　とはいえ、中国では石炭産業な
どで百万人単位での失業者が出て
いる。こうした産業構造の転換の
難しさは、どこの国でも共通する
課題だ。そこで近年、世界共通の
キーワードになっているのが、ス
ムーズな産業転換を目指す「公正
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